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協会の概要
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正式名称 一般社団法人 電子決済等代行事業者協会
（英文名:Japan Association for Financial APIs)

所在地 東京都中央区入船2-1-1 住友入船ビル4階

理事

瀧 俊雄（代表）
小村 充広
マーク マクダッド
岡本 浩一郎
宮城 克郎
落合 孝文
藤武 寛之
吉本 憲文

株式会社マネーフォワード
フリー株式会社
マネーツリー株式会社
弥生株式会社
株式会社イーコンテクスト
渥美坂井法律事務所・外国法共同事業
リンクパートナーズ法律事務所

監事 岩下直行 京都大学・公共政策大学院
（元日本銀行フィンテックセンター⾧）



会員向け研修（実施状況・予定・計画）

 銀行法における電子決済等代行業
 銀行とのAPI接続契約締結時の留意点
 FISC安全対策基準
 オープンバンキングの世界的な潮流
 電子決済等代行業者におけるシステムリスク管理態勢
 小規模事業者におけるリスク管理事例 <春頃予定>
 電代業者が理解すべき銀行コンプライアンス <今後計画＞
 その他の計画中テーマ（共同規制、OpenID Connect、Oauth認可）など
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事業者会員（第1種・第2種）向けの業務参考資料

➢金融庁登録時のチェックリスト対応ガイド
➢ API接続契約条文例（全銀協）の解説ガイド
➢モデル規程
 コンプライアンス
 外部委託管理
 事務リスク
 システムリスク（作業中）
 個人情報保護 など
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自主規制および接続銀行によるモニタリング対応

➢複数の銀行よりモニタリングを受ける場合、共同化による対応負荷軽減メ
リットが見込まれるため、枠組みを検討、策定していく。

➢銀行によるモニタリング、所管官庁の登録審査・年次報告など、態勢整備
状況の報告点検の枠組みは複数ある一方、根拠をFISC安全対策基準に置く
場合が多い。協会としての自主規制基準をどのようなものするのがよいか
協議検討を進めていく。
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会員の種別、資格、会費等
種別 要件等 社員資格 *1 年会費 入会金

第
１
種

API
銀行等のオープンAPI又はウェブスクレイ
ピングを利用する電子決済等代行業の登
録事業者（「みなし」を含む）

有り

200万円 *2

0円

API非利用
上記以外の電子決済等代行業の登録事業
者（「みなし」を含む） 5万円

第
２
種

API
銀行等のオープンAPI又はウェブスクレイ
ピングを利用する電子決済等代行業の登
録を目指す事業者

無し

200万円 *2

API非利用
上記以外の業態により電子決済等代行業
の登録を目指す事業者 5万円

金融機関 銀行等の「預金等受入金融機関」 80万円

賛助 本協会の目的に賛同し、特に財政支援を
行う者

5万円／1口
（個人は１口以上、法人は10以上

の業種業態に応じた口数）

特別
官公庁、公益性を有する団体、もしくは
業界団体等であって、理事会が認める者 理事会において個別決定

*1 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の社員 *2 資本金（含準備金）1億円未満かつ従業員数100名未満の場合は半額 6



社員総会

会⾧

理事会

規律委員会

監事

広報・戦略委員会 自主規制委員会

事務局

電子決済等代行業の発展、
拡充、普及に関する取組み

会員の健全な業務運営と利用者保護を通
じた電子決済等代行業の信頼維持に関す
る取組み
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目指す運営体制

API Pay-easy ネットバンク
決済

処分を通じた会員の
規律維持

各機関の役割は次頁の通り



目指す運営体制 各機関の主な役割

理事会

・入会の審査と決定
・協会規則の制定、改廃
・法令や規則等に従った所定事項の決議
・団体運営の基本方針等の決定 広報・

戦略委員会

・銀行法等に係る金融庁その他関係機関に対
する意見提出、折衝等

・内外の関係諸団体との連携、情報交換
・金融ＡＰＩの普及促進に向けた研究会の開

催、情報発信等
・会員に対する研修の実施、業務参考資料の

公表
・統計資料の公表その他、ホームページ等を

通じた広報活動
規律委員会

・会員の処分の審議、決定
・処分に向けた会員調査を事務局に依頼

自主規制
委員会

・セキュリティ管理基準をはじめとする自主
規制規則の検討と付議

・会員に対する監査、指導、自主点検のフォ
ローアップ等、自主規制の実行策の方針・
計画の策定と進捗のレビュー

・システム障害発生状況や利用者からの苦情
等のレビュー

※ API、Pay-easy、ネットバンク決済等事業の類
型に応じた自主規制を策定する。

※ 早期にAPI型の自主規制規則の検討・運用開始を
目指すが、Pay-easy・ネットバンク決済型は、
当面は窓口機能が主であり、具体的な活動内容
を今後検討していく。

※ これら以外の類型にも、利用会員の増加に応じ
て対応していく。

事務局

・各委員会の運営等補助
・各施策の方針、計画に従った実施および報

告（監査、個別指導・支援、インシデントや自主
点検等のフォローアップ）

・利用者からの苦情相談の受付、調査
・会員に対する・当局からの照会対応（必要

に応じて方針は各委員会に照会する）
・中立な立場による会員管理、会員情報管理、

会費の請求と管理、決算・事業報告
※ 個別会員の情報は処分等の場合を除き、事務局

及び監査担当者（事務局又は外注を予定）限り
とする
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入会手続の流れ

入会説明会等 入会申込書及び
添付資料ご提出

・入会説明会ご参加
・理事、事務局への

ご相談、ご質問等

審査 理事会承認

５～６頁の通り ・反社会的勢力でないこと
・組織や管理態勢の整備状況
・事業内容の把握
・リスク管理態勢チェック

リスト等
（みなし事業者の場合）

・その他
（必要に応じて、追加の資料

提出要請、経営者・管理者
の面談、紹介者と推薦状の
依頼など）

・定期ないし随時に開
催し、入会可否につ
いて審議、決定する。

・理事会の判断により、
追加の審査を行うこ
とがある。
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入会申込みに使用いただく様式

会員種別 使用する様式 備考

第1種会員
（API／API非利用とも）

別紙1.入会申込書（第一種・第二種）会員
別紙5.実務責任者の届出書（選任・変更）
別紙14.利用者への説明等に関する届出書
別紙15.銀行等との契約締結状況の公表場所の

（新規開設・変更）に関する届出書

銀行法第52条の61の8の規定に基づく利用
者への説明（別紙14による届出対象）義務
は、猶予なく改正銀行法施行の日から適用
されることにご注意ください。

第2種会員
（API／API非利用とも）

別紙1.入会申込書（第一種・第二種）会員
別紙5.実務責任者の届出書（選任・変更）

―

金融機関会員
別紙2.入会申込書（金融機関会員）
別紙5.実務責任者の届出書（選任・変更）

―

賛助会員
別紙3.入会申込書（賛助会員）
別紙5.実務責任者の届出書（選任・変更）

―

特別会員
別紙4.入会申込書（特別会員）
別紙5.実務責任者の届出書（選任・変更）

―
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入会申込書の記載事項
第1種会員・第2種会員

（API／API非利用とも） 金融機関会員 賛助会員 特別会員

①氏名、商号又は名称
②代表者(外国会社にあっては、国内におけ

る代表者)の役職、氏名及び生年月日
③本店又は主たる事務所の所在地(外国会社

にあっては、日本における主たる営業所)、
電話番号

④資本金及び資本準備金の額又は出資の額
⑤創業又は設立年月日
⑥電子決済等代行業の登録の有無(ない場合

は予定の有無)
⑦登録年月日及び登録番号
⑧役員数及び従業員数
⑨電子決済等代行業の種別又はその予定及び

その概要
⑩銀行法第52条の61の8に定める利用者へ

の説明等の内容
⑪銀行法第52条の61の10第3項に定める公

表の内容
⑫入会申請事務担当者に関する事項
⑬入会基準に関する規程第4条各号のいずれ

にも該当しないこと、法令、本協会の定
款・規則等を遵守することの表明及び確約

⑭反社会的勢力に該当しないことの確約

①商号又は名称
②代表者の役職、氏名及び生年

月日
③本店又は主たる事務所の所在

地、電話番号
④銀行法等の一部改正する法律

第10条第1項に定める電子決
済等代行業者等との連携及び
協働に係る方針の公表の内容

⑤銀行法第52条の61の10第3項
に定める公表の内容

⑥銀行法第52条の61の11第1項
に定める基準の内容

⑦入会申請事務担当者に関する
事項

⑧入会基準に関する規程第4条
各号のいずれにも該当しない
こと、法令、本協会の定款・
規則等を遵守することの表明
及び確約

①氏名、商号又は名称
②代表者(外国会社にあっては、

国内における代表者)の役職、
氏名及び生年月日

③本店又は主たる事務所の所在
地(外国会社にあっては、日
本における主たる営業所)、
電話番号

④行っている主な事業の種類及
び概要

⑤申込口数
⑥入会申請事務担当者に関する

事項
⑦入会基準に関する規程第4条

各号のいずれにも該当しない
こと、法令、本協会の定款・
規則等を遵守することの表明
及び確約

⑧反社会的勢力に該当しないこ
との確約

①氏名、商号又は名称
②代表者(外国会社にあっては、

国内における代表者)の役職、
氏名及び生年月日

③本店又は主たる事務所の所在
地(外国会社にあっては、日
本における主たる営業所)、
電話番号

④主な事業の種類及び概要、設
置目的、設置根拠法令

⑤入会申請事務担当者に関する
事項

⑥入会基準に関する規程第4条
各号のいずれにも該当しない
こと、法令、本協会の定款・
規則等を遵守することの表明
及び確約

⑦反社会的勢力に該当しないこ
との確約

⑧その他本協会が求める情報及
び確約
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入会申込書の添付資料
第1種会員

（API／API非利用とも）
第2種会員

（API／API非利用とも） 金融機関・賛助・特別会員

①定款の写し（原本証明をしたもの）
②登記事項証明書(入会申し込み日前3月以内に発行さ

れたものに限る。)
③組織図(電子決済等代行業に関する部署がわかるも

の。)
④銀行法(昭和56年法律第59号。以下｢法｣という。)第

52条の61の4第2項に規定する登録済通知書の写し
(登録済みの場合)

⑤法第52条の61の13に規定する報告書の写し(直近報
告のもの)

⑥法第52条の61の3第1項に規定する「登録申請書」の
写し（登録申請書の添付書類を含む）

⑦最終の貸借対照表(関連する注記を含む。)及び損益計
算書(関連する注記を含む。)

⑧本店又は主たる事務所の所在地を示す地図
⑨その他本協会が必要と認め、個別に指示した書類

①定款の写し（原本証明をしたもの）
②登記事項証明書(入会申し込み日前3月以内に

発行されたものに限る。)
③最終の貸借対照表(関連する注記を含む。)及

び損益計算書(関連する注記を含む。)
④本店又は主たる事務所の所在地を示す地図
⑤電子決済等代行業への参入予定者にあっては、

次に掲げる書類
ａ 組織図（電子決済等代行業に関する部署がわ

かるもの）
ｂ 参入を予定する電子決済等代行業の概要図
ｃ 電子決済等代行業への参入について組織決定

をしている者にあっては、当該事実を証する
書面

⑥その他本協会が必要と認める書類

①登記事項証明書(入会申し込
み日前3月以内に発行された
ものに限る。)

②その他本協会が必要と認める
書類
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入会申込書類の送付先
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support@fapi.or.jp
 書類は電子ファイルをメール添付のうえ上記へお送りください。
 押印書類等もPDF化してお送りください。
 紙の原本の送付は不要です。（各社で保管ください）

なお、協会のサイトにて随時情報の更新を行って参ります。

https://www.fapi.or.jp/


